
施

ト等の活用を強化し区

策

内企業のデジ

　タル化

の

を支援していく。

■ 

概

 創業相談や融資、セ

要

ミナーなどの創業の段

柱

階に応じた様々なメニ

立

ューを組み合わせ、事

て

業規模や売上を拡大さ

1

せ
方　　　針

　ていく

0

企業の育成、ネットワ

【

ーク化を図っていく。

ま

担 当 課 名 産業振興課（

ち

取りまとめ）

電 話 番 号

】

03-3880-58

活

69 E-mail sa

力

ngyo@city.

と

adachi.tok

に

yo.jp

１）商店街

ぎ

装飾灯補修:安全設備

わ

課　２）商店街ｲﾍﾞ

い

ﾝﾄ:観光交流協会、

の

道路公園管理課　３）

あ

小売市場管理:資産管

る

理

課、住宅課　４）大

ま

型小売店舗出店調整：

ち

都市建設部、環境部　

施

５）製造業者の事業展

策

開：産業政策課、企業

群

経営支

援課、ｼﾃｨﾌ

名

ﾟﾛﾓｰｼｮﾝ課　６

1

）生産緑地地区追加指

2

定：都市建設課　７）

地

農業体験学習事業：教

域

育委員会

協働・協創
の

経

取 組 み

【目標】8働き

済

がいも経済成長も、9

の

産業と技術革新の基盤

活

をつくろう

【ターゲッ

性

ト】8.3生産活動や

化

適切な雇用創出、起業

を

、創造性及びイノベー

進

ションを支援する開発

め

重視型の政策を促
ＳＤ

る

Ｇｓが
進するとともに

施

、金融サービスへのア

策

クセス改善などを通じ

名

て中小零細企業の設立

1

や成長を奨励する。9

2

.2包摂的か
目指す目

.

標
つ持続可能な産業化

1

を促進し、2030年

デ

までに各国の状況に応

ジ

じて雇用及びGDPに

タ

占める産業セクターの

ル

割合を大幅に
（ターゲ

シ

ッ
増加させる。

ト）と

フ

の関
【関連する理由】

ト

区内事業者の支援を行

に

い地域の活力を育むこ

挑

とで、経済成長や産業

み

の基盤をつくることに

、

繋がる。
連及び評価

【

区

評価】新型コロナウイ

内

ルスが５類に移行し、

産

対面での見本市が戻り

業

つつある中、多くの事

の

業者が商談の機会や販

成

路

を得た。引き続き区

長

内事業者の販路拡大等

を

の支援を実施していく

支

。

備　　　考

え、地域の活力を高める

■　全国の専門家が持つノウハウや販路を活用した事業展開や、区内企業に対するデジタル化を進め、国内外に向け

　た販路拡大を支援していく。

■　セミナー等を通じたネットワーク化や、伴走支援を通じて、区内産業の魅力を高める起業・創業者を集積し、地

施策の方向 　域の活力を育んでいく。

( 目 標 )

■  産業団体や個々の企業が見本市に出展する際の助成や足立ブランドＨＰ、冊子での現認定企業の取り組み紹介、

　大型見本市に出展する際の効果を高めるための研修等を実施。また、コロナ禍における新たな取り組みとしてオ　

　ンライン商談会を開催するなど、販路拡大に向けた支援を行っている。

■　企業間のネットワーク化を図るため、事業者向け連続セミナーやマッチング企画を実施し、令和5年度は42社が
現　　　状

　参加した。

■  区内での創業を促進するため、創業相談、創業セミナー、オフィスの提供、創業プランコンテスト等のステージ

　にあわせた切れ間のないサポートを各関係団体と行い、令和6年は1,010件（区内設立法人数）の起業につなげ

　た。

■　社会が絶えず変化するなか、個々の事業者が販路を拡大していくうえで、有効な知識や技術等を蓄積していく必

　要がある。 

■  新型コロナウイルス感染症が5類に移行し、リアル

足

の見本市出展の需要が

立

増大しており、オンラ

区

イン見本市のあ

　り方

　

を検討していく必要が

令

ある。

■  区内企業

和

や事業者が事業の質の

７

向上を図れるよう、マ

年

ッチングクリエイター

度

によるネットワークづ

施

くりや制度等
課　　　

策

題
　の活用等を勧め支

評

援する必要がある。 

価

■  社会状況の変化

調

とともに多様化する創

書

業ニーズに対応するた

(

め、創業支援施策のあ

令

り方等について検討す

和

る必要

　がある。

■ 

６

 事業者の規模や業種

年

にかかわらず、商品や

度

サービスの質の向上に

事

資するノウハウ習得の

業

ためのアドバイスや助

実

　

　成を行い支援して

施

いく。

■  販路拡大

)

の支援として、リアル

1

の見本市出展を支援す

 

るとともに、ＥＣサイ
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業(※)認定セミナー参加者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 131 137 143 150 -
(5)

実　績　値 73 85 142 130 R6 150

達　成　率 56% 49% 62% 57% 99% 95% 87% 87% -

指標名 中小企業診断士による開業相談数

定義等 中小企業診断士による開業相談数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 502 513 524 535 -
(6)

実　績　値 471 361 418 480 R6 535

達　成　率 94% 88% 70% 67% 80% 78% 90% 90% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 1,951,538 4,470,385 4,424,951 4,209,871

人件費 396,682 377,814 380,274 412,054

総事業費 2,348,220 4,848,199 4,805,225 4,621,925

前年比(金額) 1,122,495 2,499,979 △42,974 △183,300

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 見本市等の参加により取引につながったまたはつながる可能性のある割合

定義等 販路拡大支援事業、足立ブランド事業の商談会参加者で商談につながる企業の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 70 75 75 80 -
(1)

実　績　値 77 69 97 97 R6 80

達　成　率 110% 96% 92% 86% 129% 121% 121% 121% -

指標名 販路拡大事業等に参画した専門家の人数

定義等 販路拡大事業等に参画した専門家の人数の累計
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 15 20 27 40 -
(2)

実　績　値 13 18 30 52 R6 40

達　成　率 87% 33% 90% 45% 111% 75% 130% 130% -

指標名 デジタル化支援により「見本市出展助成」を活用し、オンライン見本市に出展した件数 

定義等 オンライン見本市出展助成の申請件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 45 45 20 10 -
(3)

実　績　値 12 4 0 1 R6 10

達　成　率 27% 120% 9% 40% 0% 0% 10% 10% -

指標名 空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数

定義等 空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 7 7 8 12 -
(4)

実　績　値 5 5 8 8 R6 12

達　成　率 71% 42% 71% 42% 100% 67% 67% 67% -

指標名 区、関係団体が実施した特定創業支援等事業(※)認定セミナー参加者数

定義等 区、関係団体が実施した特定創業支援等事
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路

通し

て、専門家に参画

を

してもらい、事業者の

得

課題を解決し成長をサ

た

ポートしていく。

【指

。

標３】

申請件数につい

足

て、令和5年度が0、

立

令和6年度が1との実

ブ

績を受け、事業者の需

ラ

要はほぼないと考えら

ン

れることから、廃止す

ド

る。

【指標４】

「空き

認

店舗マッチング支援事

定

業」は廃止となったが

事

、「創業者経営力アッ

業

プ支援事業」を令和５

で

年度より５件から８件

は

に拡充して

いる。経営

、

支援と賃料補助は、創

機

業初期の創業者にとっ

械

て大きな支えとなって

要

おり、需要もあるため

素

、今後も引き続き支援

技

を行っ

ていく。

【指標

術

５】

令和７年度は、特

展

定創業認定セミナーを

、

実施する支援団体が１

イ

団体増加し、計９回の

ン

開催を予定している。

タ

実施回数は年々増加傾

ー

向にあることから、受

ナ

講者数のさらなる増加

シ

を目指すため、特定創

ョ

業支援等事業のメリッ

ナ

トについて、区の広報

ル

紙やホームページ

等を

ギ

通じて積極的に周知を

フ

図り、参加者数の増加

ト

に努めていく。

【指標

シ

６】

創業プランコンテ

ョ

ストなどの創業関連事

ー

業のPRを強化すると

に

ともに、中小企業相談

出

員による創業融資後の

展

アフターフォローに加

、

え

、マッチングクリエ

カ

イターや事業者なんで

ラ

も相談員、ウェブ活用

フ

アドバイザーなどの訪

ル

問型専門相談員を活用

な

し、創業後に悩む事

業

ブ

者が相談しやすい環境

ー

を整備することにより

ス

、区内企業の育成を図

が

っていく。

多い中で、白

4

を基調としたブースは

 

逆に引き立ち、ほと

ん

担

どの出展企業が商談に

当

つなげた。

【指標２】

部

国内販路拡大支援事業

に

では、各支援メニュー

お

に応じて専門家や販路

け

関係者が参画し、海外

る

販路拡大支援事業では

評

、ノウハウセミナ

ーに

価

おいて外部の専門講師

（

を多数招聘し、目標を

部

上回った。

【指標３】

長

リアル見本市が定着、

評

オンライン見本市の需

価

要は少なく、目標を大

－

きく下回った。

【指標

１

４】

「空き店舗マッチ

次

ング支援事業」は令和

評

４年度末で廃止となっ

価

た。そのため、当初「

）

創業者経営力アップ支

そ

援事業」との２事業で

の

１２件の採択を目標と

１

していたが、令和５年

1

度以降は１事業の実施

)

となり、応募１８件の

施

うち上限となる８件を

策

採択した。

【指標５】

の

区や関係団体が実施し

達

たセミナーの数は１回

成

増加したが、それぞれ

状

の参加者数が微減した

況

結果、目標に至らなか

と

った。一方、開業

相談

そ

数は増加しており、創

の

業支援の需要は高まっ

原

ていると思われるため

因

、特定創業支援等事業

の

の支援を受ける必要の

分

ある創業者の

割合が少

析

なかったと考えられる

【

。

【指標６】

令和６年

指

度の開業相談数は前年

標

度比プラス６２件であ

１

った。当初設定した目

】

標数は達成しなかった

海

ものの、相談件数は年

外

々増加傾

向にあり、コ

販

ロナ禍を経た後、新し

路

い働き方の１つとして

拡

創業に対する関心が高

大

まってきていると推測

支

される。

2)達成状況

援

と原因分析を踏まえた

事

今後の方向性

【指標１

業

】

海外販路拡大支援事

で

業では、興味を示した

は

バイヤーとの商談会形

、

式に変更し、事業の中

現

で商品の特徴、価値な

地

どを端的に伝える販

促

専

物を製作しバイヤーへ

門

の営業や商談に活用す

家

ることで、取引に繋げ

の

ていく。足立ブランド

協

認定事業では、Bto

力

B商材を取り扱う企

業

等

の割合が多く出展意欲

に

も旺盛なため、機械要

よ

素技術展への出展は継

り

続する。一方で、出展

出

企業の硬直化を指摘す

展

る声を踏まえ、

見本市

し

への出展を前提としな

た

いPR施策についても

多

、PR事業者や認定企

く

業と協議していく。

【

の

指標２】

国内販路拡大

事

支援事業、海外販路拡

業

大支援事業において、

者

現地パートナーの参画

が

、各支援メニューやセ

販

ミナー等の実施などを
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２５事業 4,209,871 412,054 4,621,925

3)施施策の手段として位置付け
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産業 産

成

Ａ

イノベーション推進

事

事業 企業経営支援課2

務

1927 56,819

企

16,525 73,3

業

44 改善・変更 Ａ

産業

経

振興関係施設改修事業

営

産業振興課23017

支

20,272 4,30

援

5 24,577 拡充 Ｂ

課

合計２５事業 4,20

業

3

9,871 412,0

6

54 4,621,92

0

5

6 38,273

別紙

3)施

政

1

策の手段として位置付

,

けられる事務事業の評

7

価結果
事務事業 施策へ

2

の
事務事業名 事業費 人

2

件費 総事業費 課長評価

3

担当課コ ー ド 貢献

9

度

,99

策

5 現状維持 Ｂ

勤労福祉

課

会館運営事業 企業経営

3

支援課3608 56,

6

894 13,171 7

0

0,065 改善・変更

1

Ｃ

産業振興一般管理事

1

務 産業振興課3623

政 ,

2,286 8,263

8

10,549 現状維持

3

Ｂ

商店街環境整備支援

8

事業 産業振興課362

3

4 55,864 24,

4

036 79,900 改

,

善・変更 Ｂ

商店街活動

4

支援事業 産業振興課3

3

625 1,748,7

6

57 33,298 1,

策 3

782,055 現状維

6

持 Ｂ

ものづくり支援事

,

業 産業振興課3630

2

495,693 42,

7

609 538,302

4

拡充 Ａ

足立ブランド認

現

定推進事業 産業振興課

状

3633 41,062

維

12,310 53,3

持

72 現状維持 Ａ

農地の

一 Ｂ

維持・整備事業 産業振

地

興課3636 19,9

域

99 19,385 39

経

,384 現状維持 Ａ

農

済

業委員会運営事務 産業

活

振興課3637 8,3

性

93 16,337 24

化

,730 現状維持 Ａ

地

計

場農産品普及促進事業

画

産業振興課3640 4

般

の

48 8,263 8,7

推

11 現状維持 Ａ

農業者

進

団体活動支援事業 産業

事

振興課3641 980

業

4,701 5,681

産

現状維持 Ａ

国有農地管

業

理事務 産業振興課36

政

43 261 5,492

策

5,753 現状維持 Ｃ

課

中小企業支援事業 企業

管

3

経営支援課3647 2

6

,064 30,032

0

32,096 現状維持

3

Ｂ

中小企業融資事業 企

6

業経営支援課3648

7

1,306,470 3

,

9,334 1,345

0

,804 現状維持 Ａ

産

0

業振興ホールの利用促

2

進事業 企業経営支援課

理

1

3651 115,09

7

4 8,609 123,

,

703 改善・変更 Ｂ

起

2

業家育成事業 企業経営

1

支援課3655 18,

8

215 12,567 3

8

0,782 現状維持 Ａ

4

創業支援施設の管理運

,

営事業 企業経営支援課

2

3656 43,235

事

2

12,567 55,8

0

02 現状維持 Ａ

ビジネ

現

ス機会創出支援事業 企

状

業経営支援課3657

維

693 26,677 2

持

7,370 現状維持 Ａ

Ａ

公衆浴場の活性化等事

勤

業助成事務 衛生管理課

労

3820 30,561

福

6,887 37,44

務

祉

8 現状維持 Ａ

あだち産

サ

業センターの管理運営

ー

事業 企業経営支援課5

ビ

654 36,644 8

ス

,609 45,253

セ

改善・変更 Ｂ

農業人材

ン

育成・経営支援事業 産

タ

業振興課21085 4

ー

2,054 4,701

助

46,755 現状維持
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施

ていく。

■　経験や能

策

力をもったシニア人材

の

だけでなく、高校新卒

概

者などの若年層も含め

要

幅広い層の求職者と区

柱

内企業との

　マッチン

立

グにより、人材確保を

て

図っていく。

■　勤務

1

形態等、働き方自体が

0

変化していく中で、企

【

業向けにテレワークや

ま

Web面接の導入促進

ち

等、採用・雇用の選
方

】

　　　針
　択肢を広げ

活

ることにつながる提案

力

や情報提供の機会を増

と

加させていく。

■　介

に

護職員の確保・定着を

ぎ

進めるため、介護職員

わ

向けに資格取得の支援

い

を実施していく。

担 当

の

課 名 企業経営支援課（

あ

取りまとめ）

電 話 番 号

る

03-3880-54

ま

95 5496 54

ち

86 E-mail ki

施

gyo-shien@

策

city.adach

群

i.tokyo.jp

名

　ハローワークや東京

1

しごとセンター等の専

2

門機関との共催により

地

マンスリー就職面接会

域

を開催している。 

　

経

私立保育園課や医療介

済

護連携課（旧高齢福祉

の

課）では、保育や介護

活

人材確保を目的に面接

性

会の実施や研修費用の

化

助

成をしている。

協働

を

・協創 　

の 取 組 み

【目

進

標】8働きがいも経済

め

成長も

【ターゲット】

る

8.5雇用と働きがい

施

のある仕事、同一労働

策

同一賃金を達成する。

名

ＳＤＧｓが
【関連する

1

理由】区内中小企業の

2

人材確保や雇用の継続

.

等を支援することで、

2

最終的に経済成長や働

就

きがいのある仕
目指す

労

目標
事につながる。

（

・

ターゲッ
【評価】徐々

雇

に行動制限が緩和され

用

ていくなかで、ハロー

支

ワーク足立との連携に

援

よる就職面接会や企業

の

とシニア人材
ト）との

充

関
のマッチング、就業

実

規則作成助成等を通じ

■

て支援することが出来

　

た。引き続き感染状況

求

を注視しながら、区内

職

中小企
連及び評価

業の

者

人材確保・定着・育成

に

等について、内容を精

対

査しながら支援してい

し

く。

■　現状・課題・

幅

方針については、政策

広

経営課と協議し一部変

い

更

備　　　考 ■　指標

仕

５について、アンケー

事

トの対象者をシニア世

の

代から高校生へと変更

選

したため、令和５年度

択

からの指標を変更

する

機

。【指標修正前の実績

会

値：H31=79.3

を

　R2=実績なし　R

提

3=85　R4=93

供

】

し、企業とのマッチングにより、就労決定につなげていく。

■　企業向けの助成や研修実施に加え、人材不足に悩む業界へのサポートにより、企業が抱える人材確保や育成、

　定着時の課題解決を支援する。

施策の方向
( 目 標 )

■　毎月、雇用形態や業種等のテーマを設定し、ハローワーク足立や荒川区等と協働して、合同就職面接会を開催し

　ている。

■　保育・介護等人材不足業界の人材確保を目的とした面接会や研修を実施している。

■　社会貢献意識が強いシニア人材と、シニアの豊富な経験を必要とする企業をマッチングによりつないでいる。
現　　　状

■　経営者、指導担当、若手社員を対象とした集合研修を実施し、研修をとおして、企業間の交流や情報交換も行っ

　ている。

■　企業向けに社員の研修参加費用や就業規則作成費用を助成している。

　

■　新型コロナウイルス感染症による影響が落ち着きを見せるなか、これまでの雇い止め等の課題から一転し、求職

　者の希望業種と人手が不足している業種とのミスマッチの解消による人材確保が大きな課題となっている。

■　新型コロナウイルス感染症の影響により、企業の雇用形態や採用方法、勤務形態等の事業環境が大きく変化して

　いることから、新型コロナウイルス感染症における行動制限の緩和後の社会の動

足

きを注視し、迅速に対

立

応していく

　必要があ

区

る。
課　　　題

■　企

　

業向け支援における訪

令

問や集合研修、求職者

和

向けの面接会やマッチ

７

ング等いずれの支援事

年

業においても、感染

　

度

防止に留意しつつ、訪

施

問機会や研修等への参

策

加者の拡大に向けて適

評

正な実施方法を検討し

価

ていく必要がある。

■

調

　保育人材については

書

、確保・定着が進みつ

(

つある一方、介護人材

令

については、有効求人

和

倍率・離職率ともに高

６

い

　状況にある。

■　

年

区内中小企業における

度

人材確保の課題に対し

事

、ハローワーク足立や

業

区内中小企業人材確保

実

支援事業の受託事業者

施

　等と密に連携をとり

)

ながら、面接会やマッ

1

チング支援等により、
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124% 224% 224% 157% 157% 156% 156% -

指標名 高校向け企業見学バスツアー参加者のうち区内企業への就労意欲が「高まった」人の割合

定義等 企業見学バスツアーの参加者アンケートで区内企業への就労意欲が「非常に高まった」「高まった」と回答した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - - 80 80 -
(5)

実　績　値 - - 75 70 R6 80

達　成　率 0% 0% 0% 0% 94% 94% 88% 88% -

指標名 介護職員資格取得支援者数

定義等 初任者研修と実務者研修に参加した人数
指

単　位 社 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 155 -
(6)

実　績　値 132 105 178 174 R6 155

達　成　率 132% 85% 105% 68% 178% 115% 112% 112% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 159,298 161,097 161,259 227,747

人件費 14,975 18,234 24,229 25,224

総事業費 174,273 179,331 185,488 252,971

前年比(金額) △1,610,142 5,058 6,157 67,483

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 求職者支援事業のマッチング成功率（シニア人材マッチング事業、マンスリー就職面接会）

定義等 シニア人材マッチング事業、マンスリー就職面接会参加者のうち採用につながった人の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 25 25 25 25 -
(1)

実　績　値 23.9 29.7 30.9 41.4 R6 25

達　成　率 96% 96% 119% 119% 124% 124% 166% 166% -

指標名 求職者支援事業における人材と企業のマッチング数

定義等 マンスリー就職面接会参加者が企業と面接をした回数
指

単　位 件数 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,000 1,000 1,000 500 -
(2)

実　績　値 151 356 402 346 R6 500

達　成　率 15% 30% 36% 71% 40% 80% 69% 69% -

指標名 シニア人材マッチング事業における開拓（参加決定）企業数

定義等 区内中小企業人材確保支援事業でセカンドキャリアワーカー人材登録に登録をした企業数
指

単　位 社 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 50 50 50 -
(3)

実　績　値 86 25 12 15 R6 50

達　成　率 172% 172% 50% 50% 24% 24% 30% 30% -

指標名 支援対象企業数

定義等 従業員の研修費用助成、就業規則作成助成を活用した企業数及び企業向け研修に参加した企業数の合計
指

単　位 社 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 -
(4)

実　績　値 124 224 157 156 R6 100

達　成　率 124%
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参

回答した生徒１２名と

加

絶対数は増加して

いる

者

。実施回数及び参加生

９

徒数が増えた要因とし

６

て、各都立高校や定時

名

制高校に対する認知度

の

があがったことがあげ

う

られる。

【指標６】目

ち

標値を上回った。「介

８

護職員初任者・実務者

０

研修」における従事者

名

の研修費を負担した介

、

護事業者に対する助成

マ

を行

う事業。令和６年

ン

度は前年度より会合や

ス

メールにおける周知の

リ

頻度を増やした結果、

ー

本事業の認知が進み、

就

今まで利用のなかった

職

４８事業所から７６件

面

の申請があった。

2)

接

達成状況と原因分析を

会

踏まえた今後の方向性

は

　マンスリー就職面接

、

会については、ハロー

参

ワーク足立と協議を行

加

いながら、面接会の一

者

部を業種や地域を絞っ

２

たミニ面接会の開

催に

７

変更して複数回千住以

１

外の場所で行うなど、

名

求職者にも訴えかけや

の

すい内容とし、今後さ

う

らに実効度を高める工

ち

夫を進めてい

く。また

７

、周知については、引

２

き続きあだち広報をは

名

じめとし、ホームペー

が

ジやＳＮＳなど、効果

採

的な周知を行っていく

用

。

　シニア人材マッチ

に

ング事業については、

つ

令和７年度より区内中

な

小企業人材確保支援事

が

業の枠組みではなく、

っ

公益財団法人産業雇

用

た

安定センターと協定を

。

結び、企業と６０歳以

シ

上７０歳以下かつ就労

ニ

中か離職後１年の方と

ア

をマッチングさせる体

人

制に移行する。

認知度

材

を高めるため、あだち

マ

広報やチラシの配布な

ッ

どを行いつつ、公益財

チ

団法人産業雇用安定セ

ン

ンターと協力して周知

グ

していく。

　区内中小

と

企業人材確保支援事業

マ

については、現行の内

4

ン

容での事業を令和６年

ス

度で一旦終了して、新

リ

たに支援を受けたい企

ー

業を募

集する。また、

就

一つの企業に対する人

職

材確保のコンサルティ

面

ング支援の回数に上限

接

を設け、より多くの区

会

内企業にコンサルティ

両

ン

グ支援を活用しても

 

方

らう。さらに、高校生

の

を対象とした企業見学

採

を引き続き実施するこ

用

とで、より実効性のあ

が

る支援を行っていく

。

伸

高校生を対象とした企

び

業見学については、引

た

き続き都立高校に依頼

た

の打診を継続し、より

め

多くの高校生と区内企

担

、

業との接点を築

いてい

目

くとともに、高校生の

標

区内企業への就労意欲

値

を高めるため、内容等

と

も改めて検討していく

令

。

　従業員の資格取得

和

およびスキルアップに

５

つながる研修や企業の

年

職場環境改善につなが

度

る助成事業については

当

実

、引き続き公社ニュ

ー

績

ス「トキメキ」やＳＮ

を

Ｓ、区ホームページ等

大

の活用をはじめ、関係

き

各課や区内産業団体と

く

連携しながら、さらな

上

る周知を図って

いく。

回

なお、中小企業人材育

る

成・資格取得研修費補

こ

助金については、補助

部

と

内容にリスキリング経

が

費を追加することで、

出

人手不足の

解消のため

来

に業務改善や事業転換

た

、事業拡大などの経営

。

改革につなげるように

マ

支援していく。さらに

ン

、補助上限と補助回数

ス

を選択

出来るような制

リ

度に変更することで、

に

ー

資格取得の研修費用が

就

高額なものに対し補助

職

を手厚く実施していく

面

。また、令和６年度よ

接

り

開始している区内中

会

小企業人材採用支援助

で

成金により、求人広告

は

掲載費用や人材紹介会

、

社を介しての経費に対

年

し企業に助成するこ

と

お

間

で、人材確保について

の

も引き続き支援を継続

開

していく。

　介護職員

催

初任者・実務者研修助

回

成については、利用実

数

績のない事業所が多い

を

ため、ホームページ掲

１

載のほか、メール配信

２

やＳＮ

Ｓ発信、介護事

回

業者連絡会等での事業

け

か

案内など、様々な機会

ら

を捉えて事業の周知及

１

び積極的な活用を促し

０

、介護職員の確保・定

回

着

に対する取組を強化

に

していく。

減少した

る

ことで参加者数が減少

評

したが、事前予約なし

価

で当日参加した面接希

（

望者についても、面接

部

を行うことが出来ると

長

いう新たな取り組みの

評

結果、採用者数の増加

価

につなげることが出来

－

たと考えられる。

【指

１

標２】目標値を大きく

次

下回り、令和５年度の

評

実績も下回った。目標

価

値を下回った要因とし

）

ては、主に求職者の参

そ

加数が減少し

ているこ

の

とに起因すると思われ

１

る。シニア世代や就職

1

氷河期世代といったタ

)

ーゲットを絞った形で

施

計２回開催したが、令

策

和５年度

と比較して特

の

に参加者数を延ばすこ

達

とは出来なかったが、

成

面接会１回あたりの面

状

接回数は１．１回増加

況

することが出来た。

【

と

指標３】目標値を大き

そ

く下回った。引き続き

の

専用ホームページやチ

原

ラシ等でシニア人材募

因

集の事業周知を行った

の

が、令和６年度

の新規

分

登録企業数は１５社と

析

令和５年度の１２社に

【

比べて微増にとどまっ

指

た。令和５年度に引き

標

続き予算と人員に限界

１

が来ている

ことや３年

】

間続いた区内中小企業

目

人材確保支援事業が令

標

和６年度で一旦終了す

値

ることが原因と考えら

及

れる。

【指標４】目標

び

値を上回ることができ

令

た。令和６年度は研修

和

費用助成が１２２社、

５

就業規則作成助成が３

年

４社活用し、活用企業

度

数

はほぼ横ばいであっ

実

た。また、助成金交付

績

件数は２６０件と３５

を

件増加した。以前と比

上

較して、経営者層をタ

回

ーゲットにした研修

等

る

、内容の多様化が傾向

こ

としてあり、使い勝手

と

の良さが徐々に浸透し

が

てると考えられる。ま

で

た、中小企業人材育成

き

・資格取得研修

費補助

た

金への名称変更や産業

。

経済部内の補助金・助

シ

成金一覧のチラシ配布

ニ

による認知度が上がっ

ア

たことも、交付件数が

人

増加した要

因と分析す

材

る。

【指標５】目標値

マ

を下回り、令和５年度

ッ

の実績も下回った。指

チ

標値である就労意欲が

ン

高まった割合こそ減少

グ

したが、見学会実施回

事

数は８回、見学先企業

業

数は９社、参加生徒数

は

は２３名、区内企業の

、

就労意欲が高まったと
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

就労・雇用支援事業 企業経営支援課3615 96,109 14,032 110,141 拡充 Ａ

シルバー人材センター事業 企業経営支援課17166 131,638 11,192 142,830 改善・変更 Ａ

合計２事業 227,747 25,224 252,971

3)施施策の手段として位置付け
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